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１．第７１回中小企業団体全国大会（鹿児島県大会）参加者募集中 

 中央会からのお知らせ 

 第７１回中小企業団体全国大会が１１月７日（木）鹿児島市「鹿児島アリーナ」で開催されます。 

今回は、２泊３日の「ゴルフコース」、「観光コース」のパッケージツアーをご用意いたしました。 

 現在参加者を募集中です。多くの皆様からのご参加をお待ちしております。 

日時：令和元年１１月７日（木） １４：００～ ※全国大会の開始時間です。 

場   所：鹿児島アリーナ（鹿児島県鹿児島市永吉１丁目３０－１） ※全国大会の会場です。 

宿   泊：（７日）指宿白水館（鹿児島県指宿市東方１２１２６－１２） 

       （８日）城山観光ホテル（鹿児島県鹿児島市新照院町４１番１号） 

参加費用：ゴルフコース ２１０，０００円（税込） ※ゴルフ場は知覧カントリークラブ 

       観光コース   ２００，０００円（税込）  

※現地集合現地解散で、大会参加だけの場合は６，０００円（税込）です。 

募集人員：２５人程度 

申込締切：令和元年９月３０日（月） 

申込方法：申込書は「令和元年度新潟県中小企業団体中央会の年会費請求書」に同封しましたが、 

       申込書がない場合は、総務企画課 佐藤までご連絡をお願いします。 

２．県立施設指定管理者募集 

 県からのお知らせ 

新潟県では、令和２年４月から施設を管理する事業者（指定管理者）を募集しています。 

募集施設及び担当課は下記の通りです。 

・自然科学館 （文化振興課 ０２５－２８０－５１３８） 

・関岬キャンプ場 （環境企画課 ０２５－２８０－５１５１） 

・島見緑地及び聖籠緑地 （都市整備課 ０２５－２８０－５４４０） 

・鳥屋野潟公園（新潟県スポーツ公園）及び清五郎ワールドカップ広場 （都市整備課 ０２５－２８０－５４４０） 

・新潟コンベンションセンター、新潟県万代島駐車場、新潟港万代島緑地 （港湾振興課 ０２５－２８０－５１００） 

募集期限 令和元年８月３０日（金） 

詳細は、新潟県担当課までお問合せください。 
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４．社内事業開発のプロから学ぶ！最新知見～新規事業の創り方～ 

セミナーのご案内 

新潟ＩＰＣ財団では、事業創造・新事業展開に特化した基調講演とトークセッションを開催します。 

新規事業、第２創業の立ち上げ、社内ベンチャーなどに興味をお持ちの方必見のセミナーです。 

日時：令和元年８月２０日（火）１４：００～１６：００ （個別相談１６：１０～） 

場所：新潟市産業振興センター 大会議室 （新潟市中央区鐘木１８５−１０ ） 

内容：基調講演    麻生要一（起業家・投資家・経営者） 

    トークセッション 櫻井茂樹（みらいコンサルティング㈱新潟支店長） 

               星野善宣（パートナーオブスターズ㈱代表取締役） 

    個別相談 

お申込・詳細 

 新潟ＩＰＣ財団ＨＰをご覧ください。（https://niigata-ipc.or.jp/） 

 セミナーのお申込もＨＰからできます。 

３．Made in 新潟 新商品調達制度のお知らせ 

 新潟県からのお知らせ 

 「Made in 新潟 新商品調達制度」は、新規性の高い優れた新商品を生産・提供する県内事業者を知事が認定

し、新商品の開発に積極的に取り組む事業者の販路開拓を支援し、県内産業の振興を図る制度です。 

 認定事業者及び認定商品は県ホームページ等に掲載して広くＰＲするほか、認定商品は県の機関が随意契約に

より調達することが可能となります。また、県が調達した新商品については、使用評価を行い、その結果を認定事業

者に提供します。 

※商品とは、物品及び役務（サービス）をいいます。新商品とは、下記認定基準を満たした商品をいいます。 

※認定をもって県における調達が確実に行われるものではありません。  

・募集期間 令和元年７月２４日（水）～令和元年８月２３日（金） 

・認定を受けようとする事業者の要件（募集対象者） 

  県内に事業所のある中小企業等で、次に掲げる物品を県内で生産する者又は又は役務（サービス）を県内で提

供する者とします。 

  ①県知事の承認を受けた経営革新計画に基づいて生産・提供する商品 

  ②県や公益財団法人にいがた産業創造機構の補助金、融資制度等を活用するなど、県や機構の支援を受け

ている商品 

  ③国、県内市町村等の補助金、融資制度等を活用するなど、国や県内市町村の支援を受けている商品 

  ④県の試験研究機関などが関与し開発・事業化した商品 等  

・認定基準 

  ①県の機関において使途が見込まれ、販売を開始してから概ね５年以内の商品 

  ②市場にはないもの又は既存商品とは著しく異なる使用価値を有するもの 等  

・その他 詳細は新潟県産業労働部ＨＰをご覧ください。（http://www.pref.niigata.lg.jp/sangyorodo/） 


